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告 示

石川県告示第33号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項本文に規定する指定居宅サービス事業者を次のとおり指定した。

　　令和７年２月７日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

事業所番号
指定居宅サービス事業者

の 名 称 又 は 氏 名
事業所の名称及び所在地 指定年月日 サービスの種類

1760491561
一般社団法人みんなの健康

サロン海凪

訪問看護ステーションみなぎ

輪島市堀町３字56

令和７年

２月１日
訪問看護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

石川県告示第34号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第53条第１項本文に規定する指定介護予防サービス事業者を次のとおり指定

した。

　　令和７年２月７日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

事業所番号
指定介護予防サービス

事業者の名称又は氏名
事業所の名称及び所在地 指定年月日 サービスの種類

1760491561
一般社団法人みんなの健康

サロン海凪

訪問看護ステーションみなぎ

輪島市堀町３字56

令和７年

２月１日
介護予防訪問看護

公 告

特定病院の認定公告

　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第21条第４項後段及び第33条第３項後段に規

定する特例措置を採ることができる精神科病院として次のとおり認定した。
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　　令和７年２月７日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

名　　　称 所　在　地 認 定 期 間

石川県立こころの病院 かほく市内高松ヤ36番地
令和７年２月１日から

令和10年１月31日まで

国立大学法人金沢大学附属病院 金沢市宝町13番１号 〃

七尾松原病院 七尾市本府中町ワ部５番地 〃

社会医療法人財団松原愛育会　松原病院 金沢市石引４丁目３番５号 〃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県営緊急防災工事計画の決定及び縦覧公告

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の４第１項の規定により、次のとおり県営緊急防災工事計画を定めた

ので、その関係書類を令和７年２月10日から同年３月12日まで縦覧に供する。

　なお、この決定については、土地改良法第87条の４第４項において準用する同法第87条第６項の規定により、縦覧

期間満了の日の翌日から起算して15日以内に知事に審査請求をすることができる。また、この決定を知った日の翌日

から起算して６か月以内に、石川県を被告として（訴訟において石川県を代表する者は、石川県知事となる。）、決定

の取消しの訴えを提起することができる。ただし、審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に、石川県を被告として、決定の取消しの訴えを提起することができる。

　　令和７年２月７日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

事　　業　　名 地 区 名 縦覧に供する書類 縦 覧 場 所

老朽ため池整備事業（防災対策型） 大池地区 県営緊急防災工事計画書の写し
輪島市門前総合

支所地域整備課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県有財産売払入札公告

　次のとおり一般競争入札を実施する。

　　令和７年２月７日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

１　一般競争入札に付する物件

　⑴　件名

物　件　名 規　　格 車両番号

レーキドーザ

全長6.45ｍ、全幅2.45ｍ、全高3.38ｍ

総排気量6.49Ｌ

４輪駆動

石川000る229

　⑵　売却物件の仕様等

　　　入札説明書及び仕様書による。

２　入札及び開札の日時及び場所

入札日時 入札場所 開札

令和７年３月７日　午前10時
金沢市鞍月１丁目１番地

石川県庁　８階　0812会議室
入札後、即時開札

３　説明会及び物件の公開

　�　説明会及び物件の公開（以下「説明会等」という。）を次のとおり実施する。また、説明会等の参加方法は、入

札説明書による。

　　説明会には車両保管場所での現車確認を含むため、車両保管場所まで移動できる手段で説明会に参加すること。

　�　なお、説明会等に参加せずに入札に参加する場合も、説明会等における説明事項を了知し、当該物件を確認して
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いるものとみなす。

説明会等実施日時 説明会等実施場所（集合場所）

令和７年２月14日　午後２時 羽咋市千里浜町タ４－37

４　入札に参加する者に必要な資格に関する事項

　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

　⑵�　入札日までに石川県財務規則（昭和38年石川県規則第67号）第111条第２項の規定による競争入札参加資格者

名簿に登載されている者又は当該車両を直接自己の事業目的に使用する者であること。

　⑶　入札参加申請書の提出期限の翌日から入札の日までの期間に、指名停止の措置を受けている者でないこと。

　⑷　この公告に示した売却の条件及び義務を確実に履行し得る者であること。

　⑸　次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。

　　ア�　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結

する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

 （平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者

　　イ�　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員が経営に実質的に関与している者

　　ウ�　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力

団又は暴力団員の利用等をしている者

　　エ�　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的に暴

力団の維持運営に協力し、又は関与している者

　　オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

　⑹�　過去３年以内に石川県土木部（関係土木事務所を含む。）が所有する物品の売買契約において契約条件の不履

行があり、同種の一般競争入札に参加できない者でないこと。

５　入札説明書等の交付期間及び場所

　⑴　交付期間

　　�　令和７年２月７日（金）から各説明会実施日時の前日まで（石川県の休日を定める条例（平成元年石川県条例

第16号）第１条第１項に規定する県の休日を除く。）の午前９時から午後５時までの間とする。

　⑵　交付場所

交　付　場　所 電話番号

金沢市鞍月１丁目１番地

石川県庁　15階　石川県河川課
076－225－1736

　⑶　交付方法

　　�　５⑵の交付場所において書面により交付する。

　　　なお、郵送による書類請求も可能とする（郵送による請求の場合は、返信用封筒及び切手を同封すること。）。

６　入札に関する事項

　⑴　入札者に要求される義務

　　�　この入札に参加を希望する者は、入札説明書に示す入札参加申請書及び添付書類をあらかじめ下記のとおり提

出しなければならない。また、契約担当者から当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければな

らない。

　　ア　提出場所　５⑵の交付場所に同じ

　　イ　提出期限　令和７年２月21日（金）　午後５時

　　ウ　提出方法　持参又は郵送（郵送の場合は、簡易書留とし、提出期限必着とする。）

　⑵　入札の方法

　　�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。
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　⑶　入札保証金

　　�　入札に参加しようとする者は、見積もった契約希望金額の100分の５に相当する金額以上の金額を指定された

納付方法により納付しなければならない。ただし、石川県財務規則第111条第２項の規定による競争入札参加資

格者名簿に登載されている者で、入札保証金の免除を認められたものは、入札保証金を免除する。

　⑷　無効の入札書

　　�　この公告に示した入札に参加する資格のない者の提出した入札書、入札者に要求される義務を履行しなかった

者の提出した入札書その他入札説明書に示す無効の入札書は、無効とする。

　⑸　落札者の決定方法

　　�　石川県財務規則第119条の規定により作成された予定価格以上の価格で最高の価格をもって有効な入札を行っ

た者を落札者とする。

７　契約に関する事項

　⑴　契約書作成の要否

　　　要

　⑵　契約条項

　　　入札説明書による。

　⑶　契約保証金

　　�　契約金額の100分の10以上とする。ただし、契約の相手方が石川県財務規則第111条第２項の規定による競争入

札参加資格者名簿に登載されている者で、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるものである場

合は、免除する。

　⑷　売買代金の納入

　　　県が発行する納入通知書により、指定の期日までに納入すること。

　⑸　所有権の移転等

　　　所有権の移転は、売買代金が完納された日とする。

　⑹　その他

　　　詳細は、入札説明書による。

　⑺　問合せ先

　　　詳細に関する問合せ先は、５⑵による。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都市計画の変更案の縦覧公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第18条第１項の規定により、次のとおり

都市計画を変更したいので、当該変更に係る都市計画の案を令和７年２月７日から同月21日まで縦覧に供する。

　　令和７年２月７日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

都市計画の種類 都市計画を変更する土地の区域 縦 覧 場 所

金沢都市計画区域区分 金沢市五郎島町の一部及び大野町４丁目の一部
石川県土木部都市計画課及び

金沢市都市整備局都市計画課

金沢都市計画臨港地区
金沢市五郎島町の一部、粟崎町の一部、戸水町の一部

及び大野町４丁目の一部

石川県土木部都市計画課及び

金沢市都市整備局都市計画課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

道路の位置の指定公告

　建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、次のとおり道路の位置を指定した。

　　令和７年２月７日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

関係土地の地名及び地番 道路の幅員及び延長 位置指定申請者 指定年月日

河北郡津幡町字能瀬ニ93番６、

94番１

幅員� 6.51ｍ

延長� 43.45ｍ

金沢市専光寺町ワ13番地５

株式会社ビオラアンドカンパニー
令和７年１月22日
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監 査 委 員

定　期　監　査　結　果　公　表

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第４項の規定により、令和６年度監査を、石川県監査委員監査基準（令

和２年石川県監査委員告示第１号）に準拠し実施したので、その結果を下記のとおり公表する。

　　令和７年２月７日

石川県監査委員　　不　　破　　大　　仁

同　　　　　　　　一　　川　　政　　之

同　　　　　　　　村　　上　　　　　勝

同　　　　　　　　作　　田　　有　　子

記

１　監査の対象

　�　地方自治法第199条第１項に規定する令和５年度の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理（以下「財

務事務の執行等」という。）を対象とした。

２　監査の着眼点（評価項目）

　�　監査に当たっては、財務事務の執行等が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、そ

の組織及び運営の合理化に努めているかといった観点から実施した。

３　監査の実施内容

　�　財務事務の執行等について、監査対象所属から資料の提出を求め、その内容を確認するなどの方法により監査を

実施した。

４　監査の結果

　�　財務に関する事務及び経営に係る事業その他の事務事業の執行等について、上記のとおり監査した限りにおいて、

監査対象所属毎の監査結果は、次のとおりである。

監査対象所属 監査実施年月日 監　　査　　の　　結　　果

七尾城北高等学校 令和６年12月17日

　収入事務において、高等学校授業料を誤徴収したものが

あった。

　今後、このようなことがないよう注意すること。

穴水高等学校 〃
　所管の財務に関する事務及び経営に係る事業その他の事務

事業の執行等は、おおむね適正に処理されていると認める。

津幡警察署 〃

　支出事務において、旅費を過払いしているものがあった。

　今後、このようなことがないよう十分注意すること。

　支出事務において、上下水道使用料の過払い金の返還手続

きが遅れたものがあった。

　今後、このようなことがないよう十分注意すること。

　収入事務において、工事に伴う水道料金負担金の調定金額

を誤って算定しているものがあった。

　今後、このようなことがないよう注意すること。

輪島高等学校 〃
　所管の財務に関する事務及び経営に係る事業その他の事務

事業の執行等は、おおむね適正に処理されていると認める。

鹿西高等学校 〃 〃

金沢北陵高等学校 令和６年12月18日

　契約事務において、契約金額を変更したにも関わらず、変

更契約がなされていないものがあった。

　今後、このようなことがないよう十分注意すること。

門前高等学校 〃
　所管の財務に関する事務及び経営に係る事業その他の事務

事業の執行等は、おおむね適正に処理されていると認める。

志賀高等学校 令和６年12月19日 〃
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輪島漆芸技術研修所 令和６年12月23日 〃

中能登土木総合事務所 〃

　公用車の交通事故が発生していた。

　公用車の運行に際しては、安全運転に万全を期するよう注

意すること。

田鶴浜高等学校 令和６年12月24日

　支出事務において、休日勤務手当を過払いしているものが

あった。

　今後、このようなことがないよう十分注意すること。

小松産業技術専門校 令和６年12月25日

　セミナーにおける受講者の教材費に係る収入事務におい

て、調定日を誤るなど適正を欠くものがあった。

　今後、このようなことがないよう注意すること。

小松瀬領特別支援学校 〃
　支出事務において、燃料費を過払いしたものがあった。

　今後、このようなことがないよう十分注意すること。

南加賀保健福祉センター

南加賀保健所
〃

　所管の財務に関する事務及び経営に係る事業その他の事務

事業の執行等は、おおむね適正に処理されていると認める。

金沢東警察署 令和６年12月26日 〃

金沢西警察署 〃 〃

保育専門学園 令和７年１月８日

　支出事務において、ガス料金の支出を遅延し延滞金を支

払ったものがあった。

　今後、このようなことがないよう十分注意すること。

　収入事務において、電気料の調定金額を誤って算定してい

るものがあった。

　今後、このようなことがないよう注意すること。

　財産事務において、工作物を取得した際の管財課長への報

告が遅れているものがあった。

　今後、このようなことがないよう注意すること。

医王特別支援学校 〃
　所管の財務に関する事務及び経営に係る事業その他の事務

事業の執行等は、おおむね適正に処理されていると認める。

消防学校 〃

　収入事務において、財産売払収入の執行所属を誤って別の

所属に設定したものがあった。

　今後、このようなことがないよう注意すること。

　歳入歳出外現金事務において、個人事業主に対して委託料

を支出する際に所得税を源泉徴収しなかったものがあった。

　今後、このようなことがないよう注意すること。

　財産事務において、貸与品整理簿が作成されていなかった。

　今後、このようなことがないよう注意すること。

児童生活指導センター 〃

　工事事務において、監督員と検査員を兼職していたものが

あった。

　今後、このようなことがないよう十分注意すること。

石川中央保健福祉センター

中央児童相談所

石川中央保健所

身体障害者更生相談所

知的障害者更生相談所

女性相談支援センター

令和７年１月９日
　支出事務において、扶助費を過払いしているものがあった。

　今後、このようなことがないよう十分注意すること。

いしかわ特別支援学校 〃
　所管の財務に関する事務及び経営に係る事業その他の事務

事業の執行等は、おおむね適正に処理されていると認める。

南部家畜保健衛生所 〃

　需用費に係る契約事務において、見積者数を誤って見積徴

収したものがあった。

　今後、このようなことがないよう注意すること。
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財政的援助団体等監査結果公表

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第７項の規定により、令和６年度監査を、石川県監査委員監査基準（令

和２年石川県監査委員告示第１号）に準拠し実施したので、その結果を下記のとおり公表する。

　　令和７年２月７日

石川県監査委員　　不　　破　　大　　仁

同　　　　　　　　一　　川　　政　　之

同　　　　　　　　村　　上　　　　　勝

同　　　　　　　　作　　田　　有　　子

記

１　監査の対象

　�　地方自治法第199条第７項に規定する令和５年度の補助金等の財政的援助を与えている団体、出資している団体

及び公の施設の管理を行わせている団体の当該財政的援助等に係る出納その他の事務の執行（以下「財政的援助等

に係る出納その他の事務の執行」という。）を対象とした。

２　監査の着眼点（評価項目）

　�　監査に当たっては、財政的援助等に係る出納その他の事務の執行が、当該財政的援助等の目的に沿って行われて

いるかといった観点から実施した。

３　監査の実施内容

　�　財政的援助等に係る出納その他の事務の執行について、監査対象団体から資料の提出を求め、その内容を確認す

るなどの方法により監査を実施した。

４　監査の結果

　�　財政的援助等に係る出納その他の事務の執行について、上記のとおり監査した限りにおいて、監査対象団体毎の

監査結果は、次のとおりである。

監 査 対 象 団 体 監査実施年月日 監　　査　　の　　結　　果

株式会社　岸グリーンサービス 令和６年12月20日
　財政的援助等に係る出納その他の事務の執行

は、おおむね適正に処理されていると認める。

ナカダ・クラフトプロジェクト 〃 〃

ＫＣＳコンソーシアム 〃 〃

柿本商会・石垣メンテナンスグループ 令和６年12月26日 〃

公益財団法人　金沢コンベンションビュー

ロー
〃 〃

株式会社　トスマク・アイ 〃 〃

公益財団法人　石川県スポーツ協会 〃 〃

石川県スポーツ協会グループ（Ａ） 〃 〃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

監査の結果報告に基づいて講じた措置の公表

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第14項の規定により、石川県知事等から、監査結果に基づき措置を講

じた旨の通知があったので、別紙のとおり公表する。

　　令和７年２月７日

石川県監査委員　　不　　破　　大　　仁

同　　　　　　　　一　　川　　政　　之

同　　　　　　　　村　　上　　　　　勝

同　　　　　　　　作　　田　　有　　子

（別　紙）

加聖高第12－１号

令和６年12月20日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様
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石　川　県　教　育　委　員　会

　令和６年10月31日付け石監査第406－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

指　摘　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　支出事務において、地域手当が支

給漏れとなったものがあった。

　今後このようなことがないよう十

分注意すること。

加賀聖城高等

学校

　今回の誤りを踏まえ、給与システムの手引きを確認し、

組織内での職員相互のチェック機能を強化することによ

り、適正な給与事務の執行に努めるよう指導を徹底しまし

た。

　今後はこのようなことがないよう、十分注意します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工 高 第 14 号

令和６年12月16日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石　川　県　教　育　委　員　会

　令和６年11月29日付け石監査第452－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

注　意　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　収入事務において、高等学校授業

料を誤徴収したものがあった。

　今後、このようなことがないよう

注意すること。

工業高等学校 　改めてマニュアルを熟読するとともに、授業料等口座振

替請求システム異動修正報告起案の際は年間のタイムスケ

ジュールを添付し、当月に行うべき処理を事務室全体で確

認することを徹底し、再発防止に努めて参ります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工 高 第 15 号

令和６年12月16日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石　川　県　教　育　委　員　会

　令和６年11月29日付け石監査第452－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

注　意　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　支出事務において、旅費を誤払い

したものがあった。

　今後、このようなことがないよう

注意すること。

工業高等学校 　依頼文書における交通費に関する記載の有無にかかわら

ず、主催者等に確認をとり、再発防止に努めてまいります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

金 兼 第 979 号

令和６年12月25日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　令和６年11月29日付け石監査第452－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記
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注　意　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　木槌を使用して作業中、木槌の頭

部が外れて駐車場に駐車してある普

通乗用車に接触し、損害を与える事

故が発生していた。

　園内における作業に際しては、安

全に万全を期するよう注意すること。

金沢城・兼六

園管理事務所

　道具の点検は、これまでの、不具合がないかの目視や、

手で触っても問題がないことを確認することに加え、新た

に定期的に道具を安全なところで使用点検し、チェックリ

ストで確認することとしました。

　併せて、現場で想定される事故について、現場作業前に

作業員全員で確認したうえで、作業に取り掛かるよう改め

ました。

　このように道具の点検に加え、現場での安全確認作業等

を入念に行うことにより、引き続き事故の防止に努めてま

いります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総 看 第 244 号

令和６年12月17日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　令和６年11月29日付け石監査第452－３号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

指　摘　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　契約事務において、請書が作成さ

れていないものがあった。

　今後、このようなことがないよう

十分注意すること。

総合看護専門

学校

　支出負担行為伺や見積徴収等の事務処理を行う際は、会

計事務の手引きに記載の「見積徴収者数早見表」を常に確

認するとともに、担当者以外の者との相互チェックを強化

することとした。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

石 公 委 第 ４ 号

令和７年１月９日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石　川　県　公　安　委　員　会

　令和６年11月29日付け石監査第452－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

指　摘　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　支出事務において、謝金の金額を

誤って支出したものがあった。

　今後、このようなことがないよう

十分注意すること。

能美警察署 　支出事務について、複数人によるチェック機能を強化し、

再発防止に努めます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

手水第425号－１

令和６年12月23日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　令和６年11月29日付け石監査第452－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記
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注　意　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　収入事務において、土地使用料の

積算を誤っているものがあった。

　今後、このようなことがないよう

注意すること。

手取川水道事

務所

　今後の土地使用料の積算については、事務所の職員複数

名で確認するとともに、担当者に異動があった際には今回

の注意事項を引き継ぐこととし、再発防止に努めたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

手水第425号－２

令和６年12月23日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　令和６年11月29日付け石監査第452－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

注　意　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　公用車の交通事故が発生していた。

　公用車の運行に際しては、安全運

転に万全を期するよう注意すること。

手取川水道事

務所

　土木部監理課主催の交通安全講習会に所属職員の参加を

勧奨し、職員に安全運転を再認識するよう促した。

　また参加できなかった職員に対しても資料を供覧するな

ど、機会があるごとに交通事故防止にかかる情報提供する

よう努めることとした。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

北畜第505号－１

令和６年12月26日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　令和６年11月29日付け石監査第452－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

指　摘　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　廃棄物収集運搬処分料に係る支出

事務において、債権者を誤って支出

したものがあった。

　今後、このようなことがないよう

十分注意すること。

北部家畜保健

衛生所

　担当者だけでなく各決裁者も、財務規則や会計事務の手

引きなどの習熟に努め、再発防止を徹底します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

北畜第505号－２

令和６年12月26日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　令和６年11月29日付け石監査第452－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

指　摘　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　同一規格のＡ重油の購入に係る契

約事務において、期間の重複する単

北部家畜保健

衛生所

　担当者だけでなく各決裁者も、既存の契約内容等を確認

し、再発防止を徹底します。
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価契約を締結したものがあった。

　今後、このようなことがないよう

十分注意すること。

　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

北畜第505号－３

令和６年12月26日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　令和６年11月29日付け石監査第452－１号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地

方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

注　意　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　修繕料に係る契約事務において、

見積者数を誤って見積徴収したもの

があった。

　今後、このようなことがないよう

注意すること。

北部家畜保健

衛生所

　担当者だけでなく各決裁者も、財務規則や会計事務の手

引きなどの習熟に努め、再発防止を徹底します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 戦 第 2012 号

令和６年11月27日

　　　石　川　県　監　査　委　員　様

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　令和６年10月31日付け石監査第406－３号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり団体から措置を講

じた旨の通知があり、この通り実施するよう指導したので、地方自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

注　意　事　項 機 関 名 監査結果に基づいて講じた措置

　財産事務において、県と契約して

いた物品使用貸借契約の貸与物品を

紛失していたものがあった。

　今後、このようなことがないよう

注意すること。

公益財団法人

いしかわ農業

総合支援機構

　紛失した物品については、県に報告し使用貸借契約を変

更済みである。

　今後も現物確認を行い、適切な管理に努める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

包括外部監査の結果報告に基づいて講じた措置の公表

　令和６年３月29日付けで公表した包括外部監査の結果に基づき講じた措置について、石川県知事から通知があった

ので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定により、次のとおり公表する。

　　令和７年２月７日　

石川県監査委員　　不　　破　　大　　仁

同　　　　　　　　一　　川　　政　　之

同　　　　　　　　村　　上　　　　　勝

同　　　　　　　　作　　田　　有　　子

１　公表の範囲

　�　令和５年度包括外部監査（委託契約に関する事務の執行について）の結果に基づき石川県知事が講じた措置につ

いて、石川県知事から通知を受けた事項

２　公表の概要

　　令和５年度包括外部監査において指摘された事項について、次のとおり通知を受けた。
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所　属 監査結果の概要 監査結果に基づき講じた措置

能登空港

管理事務

所

（仕様書で提出を求めている書類）

仕様書で提出を求めている書類（業務履行体制を確認する重要な書

類）については、求めている趣旨を理解したうえで、適した書類の

提出を求めるべきである。

業務履行体制（月間ローテー

ション）を真に確認できる勤務

割基本計画表を提出してもらう

こととした。

県央土木

総合事務

所

（監査員と検査員の兼職禁止）

当業務の監督員として委託先に通知している３名（主任監督員１名、

監督員２名）のうち、主任監督員となった者が業務完了時の検査員

となっていた。

監督員と検査員が兼職しないよう、事前に確認を行うべきである。

検査員の任命の際に、監督員と

重複していないことを複数の者

で確認を行う体制をとることと

した。

中能登土

木総合事

務所羽咋

土木事務

所

（予定価格（予算額）積算単価の見直し）

予算額の積算に用いている労務費単価は、過去の県労務単価（1,725

円）を継続して採用しており、再委託先からの報告書より監査人が

試算した労務費単価は1,000円前後と大きく乖離していた。平成25

年頃から再委託先が（公社）志賀町シルバー人材センターに変更と

なり、労務費単価が下がったが、単価の見直しを行わなかったこと

によるものと考えられる。単価だけでなく、民間清掃会社と比較す

ると必要な作業時間数も変更が生じると考えられるが、その点も変

更されていなかった。

積算根拠は現実と合致した数値を用い、毎年、実績比較を行って、

適時仕様書及び予算額の見直しを行うべきである。

令和６年度契約から、予定価格

の積算時に、過去の実績や委託

先からの聞き取り等により、現

実と合致した労務費単価や作業

時間数等を用いて積算を行う方

法に改めた。

金沢港湾

事務所

（随意契約が認められない金額への契約変更）

本契約は、予定価格が100万円未満であることから、３者見積によ

る随意契約で契約先を選定しているが、過去３年間は契約方法が変

更となるような契約変更が行われている状況である。変更理由を確

認すると、必ずしも年度途中に突発的に発生したと言い切れるもの

ではなく、一般競争入札や指名競争入札など随意契約ではない方法

で契約先を選定すべきであった。

過去の実績等を考慮し、変更事由を考慮した予定価格を設定するこ

とで、適切な契約方法を選択すべきである。

過去の実績等を考慮した予定価

格を設定し、指名競争入札によ

り執行する。

七尾特別

支援学校

（仕様書で求めている書類の提出確認）

仕様書において、受託者に対し、運転開始までに運転者の運転免許

証の写し（裏表）と任意保険加入後の保険証書の写しを学校に提出

するよう求めているが、当該資料が提出されていなかった。仕様書

で提出を求めている業務履行に際し重要な書類については、受領さ

れているか適切に確認を行うべきである。

仕様書で提出を求めている書類

については、チェックリストを

作成しすべて受領されているか

の確認を行っていく。

石川海区漁業調整委員会

石川海区漁業調整委員会指示第１号

　竿釣及び手釣による水産動物の採捕制限（令和３年石川海区漁業調整委員会指示第３号）の一部を次のように改正

し、公表の日から施行する。

　　令和７年２月７日

石川海区漁業調整委員会　　　　

会長　　新　　谷　　栄　　作

　３中「令和７年３月31日」を「令和９年３月31日」に改める。
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雑 報

入　札　公　告

　次のとおり一般競争入札を実施する。

　　令和７年２月７日

石川県公立大学法人理事長　　谷　　本　　正　　憲

１　一般競争入札に付する事項

　⑴　役務の名称及び数量

　　　令和７年度石川県公立大学法人損害保険　一式

　⑵　調達の内容

　　　入札説明書及び仕様書による。

　⑶　保険期間

　　　令和７年４月１日午後４時から令和８年４月１日午後４時まで

　⑷　入札方法

　　　本契約に要する一切の諸経費を含めた契約金額を見積もるものとする。

２　競争入札参加資格

　　次の条件を全て満たすこと。

　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

　⑵　石川県の契約に係る入札参加停止の措置を受けている者でないこと。

　⑶　保険業法（平成７年法律第105号）の規定に基づき、損害保険業免許を受けている者であること。

　⑷�　保険会社の世界的な基準として通常使用されているスタンダード＆プアーズ社（Ｓ＆Ｐ）の格付において「Ａ

－」以上を取得している者であること。他の格付会社の場合は、同等基準以上とする。

３　入札説明書及び仕様書等の交付場所等

　⑴　交付場所及び問合せ場所

　　　〒921－8836　野々市市末松１丁目308番地

　　　石川県公立大学法人　法人本部

　　　電話番号　076－227－7553

　⑵　交付方法　

　　　⑴の交付場所において、書面で交付する。

４　入札参加の事前申請手続等

　⑴　申請方法　入札説明書による。

　⑵�　申請期限　令和７年２月14日（金）午後５時必着（郵送の場合は、簡易書留とし、宛先は、３⑴の場所とする。）

５　入札書の受領期限及び開札の日時等

　⑴　入札書の受領期限

　　　令和７年２月26日（水）午後２時必着（郵送の場合は、簡易書留とし、宛先は、３⑴の場所とする。）

　⑵　開札の日時及び場所

　　　令和７年２月26日（水）午後２時

　　　野々市市末松１丁目308番地

　　　石川県立大学　会議室（部屋番号 K116）（入札後、即時開札する。）

６　その他

　⑴　入札保証金及び契約保証金

　　　免除

　⑵　入札の無効

　　�　この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書、入札参加者に要求される義務を履行しなかっ

た者の提出した入札書その他入札説明書に示す無効の入札書に掲げる入札書は、無効とする。

　⑶　落札者の決定方法

　　�　入札した者のうち、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者と
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する。

　⑷　入札又は開札の取消し又は延期による損害

　　�　天災その他やむを得ない事由がある場合又は入札に関し不正行為がある等により明らかに競争の実効がないと

認められる場合は、入札又は開札を取消し、又は延期することがある。この場合において、入札又は開札の取消

し又は延期による損害は、入札参加者の負担とする。

　⑸　その他

　　　その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。
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